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1 はじめに
ε-ARKプロジェクトは，ε-ARKデバイスを核とし

た新たな情報通信環境の開発を 2006年から開始し，非
常時における地域の安全・安心確保のためε-ARKデバ
イスを積極的に活用する環境を地域社会に実装し，そ
の有効性の検証を続けている [1] [2] ．今回，ε-ARK
デバイスから発信した情報を共有するために Twitterあ
るいは同様の形態のメッセージングサービスの活用を
検討した．本報では，Twitterに限定した情報共有方式
について述べる．
　　

2 非常時における情報共有とε-ARKデバイ
ス
著者らは，最近発生したいくつかの大規模自然災害

について調査する過程で，過疎地で大規模自然災害が
発生すると孤立する集落が発生し，災害に関する情報
が十分に発信も受信もできない場合があることをあら
ためて認識した．著者らは，非常時の情報の受発信と
いう視点からすると以下を提供してきた．

1. スマートホンや電子手帳をベースに構成したε-
ARK/AP (ε-ARK Access Point) を被災地で運用
して即席の無線 LAN アクセスポイントを作り，
一般的なスマートホンや他のε-ARKデバイス利
用者にインターネットアクセス環境を提供する.

2. 被災地の情報を発信するためにε-ARKデバイス
でWEBサーバを運用して情報発信を行う．

3. 携帯電話や電子手帳をベースとするε-ARKデバ
イスでの情報発信では外部からの同時かつ多数
のアクセスには耐えられないため被災地外にε-
ARK/SS (ε-ARK Service Station) を用意し，被
災地から送られてきたコンテンツを用いてWEB
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サーバを運用したり，被災地のWEBサーバのリ
バースプロキシを用意する．

上記における対外アクセスでは，常時接続を暗黙に
仮定している場合があるが，非常時における情報受発信
では，対外接続は間欠的であったり十分な帯域が確保で
きなかったりする．そのため，不要不急なトラフィック
をフィルタリングしたり，ビデオ会議よりはトラフィッ
クの少ないテキストチャット，テキストチャットよりは
間欠接続でも対応可能なテキストメールの使用を求め
てきた．伝統的なテキストメールは不安定な間欠的な
対外アクセス環境にも耐えられるが，メールを発信す
るためにはそれなりの設定が必要であるし，発信する
には相手のメールアドレスがわかっていなければなら
ない．複数人にメッセージを送るにはメールアドレス
を複数指定するかメーリングリストが必要になる．「誰
でもいいから助けて欲しい」「これこれについて知りた
い」といった不特定多数に向けたメッセージを被災地
から受発信するには，必ずしもテキストメールは完全
な回答ではない．そこで，生じるトラフィック量も少
なく，受取人アドレスを指定しなくても不特定多数に
メッセージを送信でき，間欠的なアクセスでも対応で
きる Twitterや同様のサービス (以後，簡単のために誤
解が生じない限り単に Twitterと記す)に注目した．

2.1 X4iDの共有
X4iDは，URL(あるいはURI)に対して生成した「128bit

長の UUID version 5」を新規に定めた方法で「4組の
13桁の 10進数」で表現した数字のみからなる文字列で
ある．任意の URLに対して固定長の文字列を割り当て
るという意味では bit.lyや TinyURL.comが提供する短
縮 URLと似ているが，(1)URLから X4iDを生成する
方法が公開されており誰でも生成できる，(2)X4iD か
ら URLを検索するためにはインターネット上に検索環
境を用意する必要がある，(3)X4iDをキーにして URL
を得た場合，取得した URLから X4iDを再計算するこ
とで，取得した URLの真贋が確認できるため検索サイ
トはそれほど厳密に運用しなくてもよい，といった特
徴がある [3]．
そこで，被災地で生成するデジタルデータに対して
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URIを定め，これに対応する X4iDを生成した際には，
X4iDをハッシュタグとし対応する URIを本文として
Twitterに「つぶやく」こと検討した．

X4iD は，ハイフンで区切り先頭に＃を付与すると
56文字あるが，X4iDの一部だけをキーとして流通さ
せても支障はない．この場合，もし流通させた一部だ
けが一致し他の部分は一致しない X4iDを引き当てて
しまいそれに対応する URI を得ても，得られた URI
から X4iDを算出して最初の検索時に用意した完全な
X4iDと比較すれば適切な検索だったか否かは判別でき
るからである. Twitterでつぶやける文字数は 140文字
以内なので，＃と X4iDの一部である 12桁の数字を連
結し，その前後に空白を置くと 15文字を消費する. も
しもとの URIが 125文字以内であれば，Twitterを使っ
た X4iDから URIへの検索が実現できる．

2.2 被災者向け情報の共有
非常時の発生直後には，被災者は現状を把握したり

次の行動を決定するために多くの情報が必要になる．こ
のような情報の一部は，今後 Twitterで流れることが想
定できる. 非常時に陥った状況や地域にもよるが少なく
とも日本では，発生直後の緊急度が高い時期ほど，被
災地域の主要言語である「日本語」でしか「つぶやき」
が流れない可能性が高い．

Twitterは，その内部構成が公開されておらず，大規
模な非常時に多数のユーザが Twitterにメッセージを流
した場合，平常時と同じように短時間でメッセージが
処理されるのかは明らかでない．ここでは非常時にお
いても Twitterがハッシュタグ付きのつぶやきを短時間
で検索可能な状態にするとの仮定を置いた．
この場合，被災地で現地の言語（日本の場合には日

本語）でつぶやかれたメッセージを，インターネット上
でみつけた第三者が，それを他の言語に翻訳してつぶ
やき直すことする．この場合，もとのつぶやきや翻訳
されたつぶやきをまとめて拾い上げるハッシュタグを
決め，このハッシュタグを被災地に流布できれば，被
災地に現地の言語を十分理解できない住人や旅行者が
いた場合でも Twitterを使った「即席翻訳」を見いだせ
る可能性が高い．非常時にやりとりされる用語は，現
地の言語を母国語にする者であっても使い慣れない言
葉が含まれる．現地の言語を母国語としない者にとっ
ては，日常会話には現れない語が頻出したら多少の語
学力では対応できない．このような時，何が起きてい
てさしあたりどうすればよいのかだけでも Twitter上の
即席翻訳で理解できたらその効果は大きい．
そこで，上記の方針に基づいて，2010年 9月 5日に

石川県総合防災訓練において Twitterを用いた非常時情
報の翻訳実験を行った．その結果，一定の効果は見込め

るものの Twitterにはスパムを防止するためと思われる
機能があり，一定のフォロワーがいない者のつぶやき
は検索されにくい傾向があることがわかった．Twitter
のような仕様が明確でないブラックボックスではなく，
IRCのようなオープンなしくみをベースにする検討が
必要であることが明らかになった．
　　

3 おわりに
本報では，非常時に被災地からε-ARKデバイスや

スマートホン等から発信した情報をインターネット上
で共有する方法について，被災地から X4iDを発信す
る場合と，日本語による被災者向け情報を発信する場
合について検討した．
いずれの場合も，被災地からインターネットアクセ

スが可能でなければならないという前提条件があるが，
いずれもテキストベースのやりとりなのでトラフィッ
クが少なく，リアルタイム性がない間欠的なアクセス
であっても実用に耐えるのが特徴である．間欠的なイ
ンターネットアクセスであっても被災地から発生した
情報を共有するための手段がインターネット上にあれ
ば有効に機能する，不特定多数にメッセージを「つぶ
やく」Twitterのようなサービスが安定して活用できる
のであれば重要な役目を担う．
残念ながら，現在の Twitterそのものは非常時におけ

る情報共有のバックボーンとなることは想定しておら
ず，“as is”で使うものなので，Twitterでの試みは実験
の域をでることはないが，非常時にも使える拡張性と
頑健性を備えた「Twitterのような」サービスについて
今後検討する必要がある．
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